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台帳登録閲覧システムとは

台帳登録閲覧システムとは① 機能概要

確認検査の情報を①電子台帳として管理し、②法定様式などの
ファイル出力、③様々な集計や、リストの出力が行えるシステム

確認申請書

確認審査報告書

台帳登録閲覧システム

①文字情報・画像情報で、電子確認台帳
としてストック

入力

入力

確認申請書情報

確認審査報告書情報

申請書

XML（文字）

概要書

PDF（画像）

報告書

XML（文字）

概要書

PDF（画像）

③データ集計・リスト出力

②法定様式等出力

出力
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※ 電子台帳：規則第6条の3 第3項



台帳登録閲覧システムとは
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台帳登録閲覧システムとは② 利用形態

「総合管理センター」に設置されたシステムに、総合行政ネット
ワーク（ＬＧＷＡＮ回線）を介して接続し、利用する

端末のWebブラウザより
システムにアクセスする
（edge、Chrome等）

共用データベースパンフレットより



台帳登録閲覧システムの特徴

台帳登録閲覧システムの特徴① 全般（１）

電子確認台帳として過去のデータを蓄積しつつ、日々変わる法
制度に対応した最新のシステムを提供

最新の建築基準法に対応

法改正、機能改善による費用負担なし

法改正対応や機能改善のためのシステムの改修について、一
切の追加費用は発生しない

機器購入等の初期投資不要

総合行政ネットワーク（LGWAN回線）を利用したASPサービスの
ため、回線敷設やサーバ機器等の調達は不要
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台帳登録閲覧システムの特徴

台帳登録閲覧システムの特徴② 全般（２）

１．システム及び登録データは、自然災害や情報漏えいのリスク
が極めて少ない総合管理センターで管理している

セキュリティ対策

２．インターネットから切り離された、地方自治体専用の閉域
ネットワークであるLGWAN回線を利用している

令和5年7月現在、台帳登録閲覧システムは、全特定行政庁448
団体のうち、 277団体（61.8％）で利用されている

利用状況
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台帳登録閲覧システムの特徴

台帳登録閲覧システムの特徴③ （機能）

１．類似物件のコピーや建築主・設計者等のコピーなど、様々な
項目のマスター登録機能により、入力の省力化が図れる

業務の効率化に寄与

２．建築士・事務所登録閲覧システムとの連携により、設計者、
事務所情報の照会が容易かつ、入力項目に反映

３．特定行政庁が独自に定めた様式による「台帳記載事項証明
書」の発行が可能

４．確認等の月別・年別件数集計や、出力項目を選定したCSV
ファイルの出力が可能

５．通知・報告配信システムとの連携により、指定確認検査機関
から送信された報告データの受理が可能。報告情報の入力
手間が大幅に削減できる 6



機能概要
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１．受付処理

確認検査申請書、報告書等の新規受付

・手数料計算や番号発番の自動化により、誤計算や重複発番を回避

・物件コピー機能や、建築主情報などマスター登録機能による入力支援

・建築士・事務所登録閲覧システムとの連携による建築士の資格、定期講

習の受講状況の照会が容易かつ、照会情報の取込が可能

建築主マスター登録情報から
の選択ボタン

建築士・事務所登録閲覧シス
テムへの照会ボタン

受付番号自動発番
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１．受付処理



１．受付処理

審査の進捗状況を共有

・「内部審査」により、審査担当者や審査の進捗状況が共有できる

・「審査経過」により、消防同意など対外業務の管理及び決裁状況が共有

できる

内部審査

審査担当者の記録及び審査進捗状況
の共有

審査経過

消防同意から決裁まで、審査の経過を
共有
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２．台帳管理・概要書等

決裁処理が完了した物件情報の検索

・確認申請から完了検査申請までをシステム上で紐付け、時系列で表示

物件単位でデータを保持しているため、関連する申請の検索が容易

・確認台帳の他、許可・認定台帳や定期報告台帳の入力・紐付けが可能

確認台帳の入力内容を反映して、これら台帳の作成が可能

「台帳管理」、「概要書等」から、
決裁済みの物件を検索する

物件の確認から完了までを
紐付けて管理
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２．台帳管理



３．受付処理（報告）

確認審査報告書の新規入力

・通知書、報告書の登録。報告内容の入力後、更に詳細情報の入力を行う

・物件コピー機能による入力支援

第１６号様式（確認審査報告書）
の内容入力欄

報告受付番号自動発番

確認申請書第一面～第六面の
内容入力欄へ

11

３．受付処理（報告）



４．公文書等発行①

確認済証や検査済証などの発行

・確認済証など特定行政庁が発出する公文書を、Excelファイル若しくは

PDFファイルによる出力が可能

システムで出力可能な様式（抜粋）

確認済証

検査済証

中間検査合格証

仮使用認定通知書

建築基準法令による処分等の概要書

期間を延長する旨の通知書

適合しない旨の通知書

適合するかどうかを決定できない旨の通知書

検査済証を交付できない旨の通知書

中間検査合格証を交付できない旨の通知書

消防同意を求める通知書（運用）

台帳記載事項証明書（運用）
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４．公文書等発行



４．公文書等発行②

確認審査報告書などの印刷

・建築計画概要書、確認審査報告書など、申請者や指定確認検査機関よ
り提出された様式も、システムに登録された内容から生成が可能

システムで出力可能な様式（抜粋）

確認申請書

建築計画概要書

築造計画概要書

確認審査報告書

完了検査申請書

中間検査申請書

仮使用認定申請書

定期調査報告書

全体計画概要書

許可・認定・指定申請書

中間・完了検査引受通知書

中間・完了検査報告書
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４．公文書等発行



５．集計・ＥＸＣＥＬ出力① 基本統計機能

確認件数等の集計や、任意の条件によるファイル出力

基本統計（月次集計等）

・基本統計機能：月次、年次の受付件数、確認件数などの件数集計表を出

力する機能。固定化された出力内容のため、ワンタッチで設定が可能

台帳登録閲覧システムに登録された情報から、件数集計や項目の出力を
ＣＳＶ形式のファイルで行い、様々な業務の基礎資料として利活用できる

データ出力結果
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５．集計・EXCEL出力



５．集計・EXCEL出力

５．集計・ＥＸＣＥＬ出力② データ抽出機能

確認件数等の集計や、任意の条件によるファイル出力

データ抽出機能（任意項目出力）

ファイル出力結果

・データ抽出機能：任意の条件、項目で、ＣＳＶ形式のファイル出力を行う
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付帯サービス・オプション
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６．システムサポート

６．システムサポート

台帳登録閲覧システムの操作に関するサポートデスクを設置
説明会講師を派遣

サポート連絡先 電話：03-5225-7807（台帳登録閲覧システム専用）

電子メール：toiawase@icba.or.jp
サポート時間

（電話）

月曜～金曜 9時～12時、13時～18時まで
（土日、祝祭日及びＩＣＢＡが定める休日を除く）

講師派遣 ご要望に応じて、操作説明を行う講師を派遣
システム導入時１回のみ、講師派遣に係る交通費は無償（会場費等は派遣依頼者ご負担）
２回目以降の会場費・講師派遣に係る交通費は、派遣依頼者が実費ご負担
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７．データ移行

７．データ移行

方式名 概要

①中間ファイル方式 ・民間業者に中間ファイルの作成を委託し、ICBAが中間ファイルを台帳登録閲覧システムに取込

・文字情報とPDFの添付ファイルを一括で移行が可能
・予算措置が必要（数百万円～）

②Excel取込方式 ・既存データの項目名、項目並び順等をEXCEL取込用のフォーマットに合わせて加工して取込

・PDFの添付ファイルは１件ずつ登録が必要
・予算措置は不要（職員が実施した場合）

③電子報告方式 ・電子報告を実施している指定確認検査機関に電子報告によるデータ送信を依頼する

・文字情報とPDFの添付ファイルを一括で移行が可能
・予算措置が不要

※データ移行に関する詳細資料
https://www.icba.or.jp/kyoyodb/top/DC_Data_Iko_2023_06_22.zip

※紙の確認台帳を電子化して取込む場合
紙の確認台帳も同様に電子データ化し、台帳登録閲覧システムに取込むことができる
ICBAではこの電子化業務の支援を行っている（担当：電子データ活用課）

18

これまで利用してきたシステムにストックされた物件データを、台帳登録
閲覧システムへ移行することができる



８．ＧＩＳ連携
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台帳登録閲覧システム

確認検査情報

申請書

XML（文字）

概要書

PDF（画像）

庁内ＧＩＳシステム

申請書

XML（文字）

概要書

PDF（画像）

ＸＭＬ・ＰＤＦファイルの
出力・取込

位置情報

（位置）

+

建築行政地図情報システム

申請書

XML（文字）

概要書

PDF（画像）

位置情報

（位置）

+

ＸＭＬ・ＰＤＦファイルの
出力・取込

（ＩＣＢＡ提供）

台帳登録閲覧システムの「建築計画概要書等取得」機能により、システム内
の建築物・昇降機・工作物等のXML・PDFファイルを日々出力できる

庁内ＧＳＩシステムやＩＣＢＡが提供する「建築行政地図情報システム」への
データ連携が可能なため、GISシステム側で再度入力する作業は不要

８．GIS連携

（行政庁で調達）


